
一時借入金の状況
　一般会計、特別会計、企業会計の
９月現在の一時借入金は０円です。
※一時借入金とは、一会計年度内に現金
　が不足した場合に借り入れるお金であ
　り、今年度の３月31日（一般会計は翌
　年度の５月31日）までに償還しなけれ
　ばならないものです。

市債現在高
会計 金額

一般会計 323億6,256万円
特別会計 地方卸売市場事業 5,013万円

企業
会計

病院事業 148億927万円
水道事業 94億4,458万円
下水道事業 233億9,820万円

特別会計
会計 国民健康保険事業 地方卸売市場事業 後期高齢者医療 介護保険事業 温泉事業
予算現額 80億700万円 2,999万円 5億2,723万円 60億959万円 6,498万円
収入済額 27億9,448万円 1,217万円 1億8,502万円 25億3,585万円 4,988万円
収入率 34.9％ 40.6％ 35.1％ 42.2％ 76.8％

支出済額 34億2,939万円 1,048万円 1億8,867万円 24億6,113万円 4,955万円
執行率 42.8％ 34.9％ 35.8％ 41.0％ 76.3％

企業会計

会計
収入 支出

予算現額 収入済額 収入率 予算現額 支出済額 執行率

病院
事業

収益的 76億4,794万円 40億428万円 52.4％ 89億3,049万円 36億6,196万円 41.0％
資本的 11億9,031万円 3億8,526万円 32.4％ 13億2,836万円 4億9,833万円 37.5％

水道
事業

収益的 16億225万円 7億7,183万円 48.2％ 16億4,849万円 3億5,849万円 21.7％
資本的 5億3,552万円 2,876万円 5.4％ 12億3,835万円 2億8,799万円 23.3％

下水道
事業

収益的 20億8,888万円 11億7,749万円 56.4％ 22億9,440万円 5億7,033万円 24.9％
資本的 10億5,038万円 1億2,101万円 11.5％ 18億9,193万円 6億7,944万円 35.9％

一般会計・特別会計の財産

土地
1,381万2,130㎡

建物
28万6,522㎡

出資金
2億9,804万円

有価証券
4,280万円

財政調整基金
山林　242万6,762㎡
有価証券　235万円
現金　34億187万円

■平成24年度予算執行状況
一般会計（歳入・歳出とも平成23年度からの繰越分を含む）

市民１人当たり ６万5,561円（市税収入済額÷人口）
１世帯当たり　 15万8,074円（市税収入済額÷世帯数）

市民１人当たり 19万1,765円（歳出の支出済額÷人口）
１世帯当たり　 46万2,363円（歳出の支出済額÷世帯数）

市税と歳出を
市民１人当たり、
１世帯当たりにすると

歳出

市税

予算額    312億84万円
収入済額 　153億3,972万円（収入率49.2％）歳入
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区分 平成23年度決算 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率 － 12.57 20.00
連結実質赤字比率 － 17.57 35.00
実質公債費比率 14.5 25.0 35.0
将来負担比率 102.5 350.0
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基金現在高の推移

市債の現在高
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用
語
の
説
明

平成24年９月30日現在の人口65,326人、
世帯数27,094世帯で算出

健全化判断比率

区分 平成23年度決算 経営健全化基準
水道事業会計 － 20.0
下水道事業会計 － 20.0
病院事業会計 － 20.0
温泉事業特別会計 － 20.0
地方卸売市場事業特別会計 － 20.0

公営企業の資金不足比率

（％）

（％）

用
語
の
説
明

※平成24年９月30日までの収入・支出済額

予算額    312億84万円
支出済額 　125億2,729万円（執行率40.2％）歳出

市税

地方交付税

国庫支出金

県支出金

地方譲与税等

市債

その他

42億8,288万円 69.1％

74億2,447万円 69.1％

19億4,376万円 42.4％

３億9,610万円 11.8％

５億5,887万円 50.1％

７億3,364万円 30.8％

61億9,384万円

107億4,294万円

45億8,955万円

33億6,798万円

11億1,507万円

28億850万円

23億8,296万円

0 20 40 60 80 100 120（億円）

10億7,336万円 29.2％
総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

土木費

消防費

教育費

公債費

その他

35億6,867万円 37.2％

16億2,817万円 53.8％

４億5,041万円 39.2％

12億3,842万円 39.6％

６億2,917万円 49.0％

14億5,323万円 40.3％

15億6,602万円 41.4％

９億1,984万円 47.1％

36億7,675万円

95億9,544万円
30億2,359万円

11億4,824万円

31億2,832万円

12億8,494万円

36億977万円

37億8,259万円

19億5,120万円

0 20 40 60 80 100 140（億円）120

平成21年度

平成22年度

平成23年度 財政調整基金
29億98万円

減債基金
17億347万円

その他特定目的基金
30億8,931万円

12億
858万円

15億
5,670万円 29億407万円

13億
4,230万円

12億
5,796万円 27億8,747万円

76億
9,376万円

56億
6,935万円

53億
8,773万円

0 10 20 30 40 50 60 70 80（億円）

市の財政状況をお知らせします

平成23年度 土木債
142億306万円

農林水産債23億5,727万円

合併特例債29億9,683万円

教育債16億9,426万円

その他
35億
6,360万円

臨時財政対策債
90億8,047万円

0 50 100 150 200 250 300 350（億円）

338億
9,549万円

※その他は保健衛生債、災害復旧債など


